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本株主総会におきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止の
ための対策を講じております。
詳細につきましては、同封のご案内または招集ご通知３ページの

「株主総会の運営に関するお知らせ」をご覧ください。

第30期
定時株主総会
招集ご通知

日時

2021年６月17日（木曜日）
午前10時（受付開始 午前９時）

場所

沖縄県那覇市松山１丁目２番１号
沖縄セルラー電話株式会社
本社ビル ２階 会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

決議事項
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件
第３号議案　役員賞与支給の件

パソコン・スマートフォン
からでも招集ご通知がご覧
いただけます。

招集ご通知がスマホでも！

https://p.sokai.jp/9436/
沖縄セルラー電話株式会社

証券コード：9436

表紙
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招集ご通知がスマホでもご覧いただけます

当社は、株主さまとのコミュニケーションの深化を
図るため、スマートフォンなどで招集ご通知の主要
なコンテンツの閲覧や議決権行使ができる「スマー
ト招集」を導入しております。

https://p.sokai.jp/9436/

スマートフォン・タブレット・パソコンからも
招集ご通知がご覧いただけます。
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招集通知がスマホでも
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証券コード　9436
2021年５月31日

株　主　各　位
沖 縄 県 那 覇 市 松 山 １ 丁 目 ２ 番 １ 号
沖 縄 セ ル ラ ー 電 話 株 式 会 社
代表取締役社長 湯  淺 　 英  雄

第30期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第30期定時株主総会を右記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、株主さまにおかれましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、可能な限り

書面またはインターネットにより議決権をご行使いただき、株主総会当日のご来場を見合わせ
ていただくことも含めてご検討くださいますようお願い申しあげます。

ご出席されない場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただきまして、
2021年６月16日（水曜日）午後５時30分までに、５ページの議決権行使のご案内をご参照の
上、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

＜株主総会の運営に関するお知らせ＞
◎本株主総会にご出席される株主さまは、ご自身の体調をお確かめの上、マスク着用などの感染

予防にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い申しあげます。
◎株主さまの安全に配慮し、会場の座席は間隔をあけて設置いたします。座席数に限りがございま

すので、満席となった際には、入場をお断りする場合がございます。あらかじめご了承ください。
◎本株主総会の運営につきましては、下記ウェブサイトに適宜掲載いたしますのでご確認ください。

https://www.au.com/okinawa_cellular/ir/status/ir_stock_meeting/
※株主総会ご出席の株主さまへのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解くださいますようお
願い申しあげます。
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記

1．日　　時 2021年６月17日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2．場　　所 沖縄県那覇市松山１丁目２番１号

沖縄セルラー電話株式会社　本社ビル ２階 会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3．目的事項
報告事項 1．第30期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算書類

並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2．第30期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 役員賞与支給の件

以　上

◎招集にあたっての決定事項
５ページ【議決権行使のご案内】をご参照ください。

◎株主総会参考書類及び招集ご通知添付書類に関する事項
（１）招集ご通知に添付すべき事業報告、連結計算書類、計算書類及び監査報告は、株主総会招集ご通知

添付書類（21ページから48ページまで）に記載のとおりであります。
ただし、以下の事項につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト（https://www.au.com/okinawa_cellular/ir/status/ir_stock_meeting/）に掲載しており
ますので、株主総会招集ご通知添付書類には記載しておりません。

①事業報告の「6．業務の適正を確保するための体制」
「7．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」

②連結計算書類の連結注記表
③計算書類の個別注記表

なお、監査役及び会計監査人が監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類は、株主総会招集ご通
知添付書類に記載の各書類のほか、当社ウェブサイトに掲載している事業報告、連結注記表及び個別
注記表となります。

（２）株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、下記の当社
ウェブサイト(投資家情報)に掲載してお知らせいたします。

投資家情報 https://www.au.com/okinawa_cellular/ir/
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議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討の上、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席する方法

書面（郵送）で議決権を
行使する方法

インターネットで議決権を
行使する方法

当日ご出席の際は、同封の議決権行使
書用紙に各議案の賛否をご表示いただ
き、会場受付へご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に各議案の賛
否をご表示いただき、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、各議案の賛
否をご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2021年６月17日（木曜日）
午前10時（受付開始　午前９時）

2021年６月16日（水曜日）
午後５時30分到着分まで

2021年６月16日（水曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見本

【議決権の行使のお取扱いについて】
議決権行使書用紙において、各議案につき賛否のご表示
のない場合は、「賛」の意思表示があったものとして取
り扱うこととさせていただきます。

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、反対する
候補者の番号をご記入ください。

第１号議案及び第３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

書面(郵送)及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時〜午後9時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法等が
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録してください。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力してください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力
する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙（右側）に記載のQRコードを読み取ってく
ださい。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※  「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

※議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する通信費などは、株主さまのご負担となります。
※機関投資家の皆さまは、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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インターネットによるライブ配信についてのご案内

当社株主総会の様子をご覧いただけるよう、以下のとおり株主さま向けにインターネ
ットによるライブ配信を行います。

１．配信日時

2021年６月17日（木曜日）午前10時から株主総会終了まで
※ライブ配信ウェブサイトは、開始時刻30分前の午前9時30分頃に開設予定です。

２．ご視聴の方法
（１）パソコン又はスマートフォン等で以下のURLを直接ご入力いただくか、QRコードを読み込むかの方法に

より、ライブ配信用ウェブサイトへアクセスをお願いいたします。

視聴用
ウェブサイトURL https://9436.v-virtual-mtg.jp/

（２）ライブ配信用ウェブサイトへアクセス完了後、画面の案内に従い、以下のID及びパスワードのご入力をお
願いいたします。

I　D ▶ 議決権行使書用紙に記載されている「株主番号」(数字8桁、ハイフン無し）

パスワード▶ 株主名簿上のご登録住所の「郵便番号」（数字7桁、ハイフン無し）
※2021年3月末（基準日）時点の株主さまご登録住所の郵便番号となります。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

ー××××
△△市□□区１ー２ー３

○○○○○　様

見本

XXXX-XXXX-XXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログインID

株主番号（8桁）

株主番号（ID）

郵便番号（パスワード）※
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ライブ配信についてのご案内
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３．ご視聴に関する留意事項
（１）ご視聴は、株主さまご本人のみに限定させていただきます。
（２）ライブ配信をご視聴いただく場合、会社法上の株主総会への出席とは認められないため、質問、動議の提出

及び議決権の行使を行うことはできません。事前に書面又はインターネットにより議決権をご行使いただき
ますようお願い申しあげます。

（３）ライブ配信の撮影・録音・録画・保存及びSNSなどでの無断公開は、固くお断りいたします。
（４）インターネットの通信環境等により、映像及び音声の乱れ、また配信の中断等の不具合が生じる場合がござ

いますので、あらかじめご了承ください。
（５）ライブ配信のご視聴に際して発生するインターネット接続料、通信料金等の費用は、株主さまのご負担とな

ります。
（６）ライブ配信には万全を期しておりますが、通信環境の悪化及びシステム障害等の不測の事態により、中止す

る場合がございます。

４．視聴テストの方法
2021年５月31日(月曜日)から株主総会当日の開会予定時刻30分前までの間、「２．ご視聴の方法」にてご案内の
方法により、視聴環境のテストを行っていただくことが可能です。

５．株主総会へご出席される株主さまへのご案内
株主の皆さまのプライバシーに配慮し、配信の映像は議長付近のみとさせていただきますが、やむを得ず映り込ん
でしまう場合がございます。あらかじめご了承ください。

【ライブ配信に関するお問い合わせ先】
ID・パスワードに関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社 0120-191-060（通話料無料）
2021年６月17日（株主総会当日）午前９時から株主総会終了まで

事前質問のご案内
本株主総会開催に先立ち、株主の皆さまからインターネット又は書面の方法により事前質問を受付いたします。
株主さまから事前にいただきましたご質問のうち、株主の皆さまの関心が高いと当社が判断した事項につきま
して本株主総会において回答させていただく予定です。なお、ご質問に対して回答することが当社及び第三者
の権利や利益を侵害するおそれがある場合等は、回答を差し控えさせていただきます。

１．インターネットによる事前質問
事前質問サイトより、必要事項をご記入の上、ご質問をお送りください。
受付サイト　https://www.au-okinawa.com/ir_question/entry
（パソコン又はスマートフォンからアクセスをお願いいたします。）

受付期間　2021年５月31日(月曜日)午前９時30分から2021年６月10日(木曜日)受付分まで

２．書面による事前質問
必要事項（お名前、ご住所、質問内容）をご記入の上、以下の住所宛てに2021年６月10日(木曜日）までに到着す
るようご郵送をお願いいたします。

〒900-8540 沖縄県那覇市松山１丁目２番１号　沖縄セルラー電話株式会社　株主総会事前質問係 宛

8
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株主総会参考書類
第１号議案 剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

1．期末配当に関する事項
当社は、株主の皆さまへの利益還元を経営の重要事項と認識しており、財務面の健全性を維持し

つつ、安定的な配当を継続していくことを会社の基本方針としております。
当事業年度の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の経営環境等を勘案し普通配当を

80円とし、さらに本年６月１日の当社創立30周年を記念して、これまでの株主の皆さまからのご
支援への感謝の意を表するため、記念配当５円を加えた１株につき85円（通期では前期に比べ17
円増配の162円）とさせていただきたいと存じます。

① 配当財産の種類
金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金85円（普通配当80円、記念配当5円）といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は2,286,358,900円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2021年６月18日といたしたいと存じます。

2．その他の剰余金の処分に関する事項
内部留保につきましては、将来の業績向上に向けた事業展開に備え経営基盤の強化を図るため、

以下のとおりとさせていただきたいと存じます。
① 増加する剰余金の項目とその額

　別途積立金 1,800,000,000円
② 減少する剰余金の項目とその額

　繰越利益剰余金 1,800,000,000円

9
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（ご参考）
１株当たり配当金の推移

通期配当で20期連続増配

35.00

25.00

35.00

35.00

37.50

35.00

37.50

37.50

38.50

37.50

38.50

38.50

39.50

38.50 39.50

42.00

42.00

46.00

46.00

50.00

50.00

55.00

第25期
(2015年度）

第24期
(2014年度）

第23期
(2013年度）

第22期
(2012年度）

第21期
(2011年度）

第20期
(2010年度）

第19期
(2009年度）

第18期
(2008年度）

第17期
(2007年度）

第16期
(2006年度）

第26期
(2016年度）

55.00

62.00

第27期
(2017年度）

68.00

77.00

145.00

第29期
(2019年度）

62.00

68.00

第28期
(2018年度）

77.00

80.00

5.00
162.00

第30期
(2020年度）

中間配当 期末配当 記念配当（円）

（注）1．2012年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株の割合で株式分割しております。
2．第30期の１株当たり配当金は、第１号議案が原案どおり承認可決されることを前提とした数値を記載しております。

10
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第２号議案 取締役９名選任の件
取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役９名の

選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、取締役候補者につきましては、独立社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会の審議及び

答申に基づき取締役会において決定しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号 氏　　　　名 社外役員 独立役員 当社における地位、担当

１ すが

菅
 

　
 

　
 

　
たか

隆
 

　
し

志 再任 代表取締役副社長 営業本部長兼プロジェクト推進室長

２ やま

山
 

　
もり

森
 

　
せい

誠
 

　
じ

司 再任 常務取締役 技術本部長兼スマートワーク推進室長

３ と

渡
 

 
ぐ

具
 

 
ち

知
 

　
たけ

武
 

 
ゆき

之 再任 取締役 経営管理本部長

４ お

小
 

　
ろく

禄
 

　
くに

邦
 

　
お

男 再任 ○ ○ 取締役　指名･報酬委員会 委員長

５ あ

阿
 

 
は

波
 

 
れん

連　 　
ひかる

光 再任 ○ ○ 取締役　指名･報酬委員会 委員

６ おお

大
 

　
しろ

城
 

　
 

　
 

　
はじめ

肇 再任 ○ ○ 取締役　指名･報酬委員会 委員

７ た

田
 

　
なか

中
 

　
たか

孝
 

　
し

司 再任 取締役

８ し ょ う じ

東 海 林　 　
たかし

崇 再任 取締役

９ くに

國
 

　
よし

吉
 

　
ひろ

博
 

　
き

樹 新任 執行役員 営業本部副本部長コンシューマ営業・ダイレクト営
業・CS担当兼ビジネス開発部長

（注）1．上記の表は、発送時点の状況を記載しております。
2．2019年７月26日に指名・報酬委員会を設置いたしまいた。

11
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候補者
番号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

１

すが

菅
 

　
 

　
 

　
たか

隆
 

　
し

志
（1958年１月22日）

再任
所有する当社の株式数

800株

1991年 １月 日本移動通信株式会社（現KDDI株式会社）入社
2016年 ４月 KDDI株式会社執行役員コンシューマ営業本部長兼コンシューママーケティ

ング本部長
2018年 ４月 UQコミュニケーションズ株式会社執行役員副社長
2018年 ６月 同社代表取締役執行役員副社長
2019年 ６月 同社代表取締役社長
2020年 ４月 当社特別顧問
2020年 ６月 当社代表取締役副社長 営業本部長兼プロジェクト推進室長（現在に至る）

選任の理由等
菅 隆志氏は、営業部門における豊富な経験と高い識見を有し、また代表取締役副社長とし
て企業経営に関する幅広い識見を有しております。これらの経験と識見を当社及び当社グ
ループの更なる企業価値向上に生かしていただけるものと判断し、引き続き取締役候補者と
しました。

２

やま

山
 

　
もり

森
 

　
せい

誠
 

　
じ

司
（1962年２月１日）

再任
所有する当社の株式数

300株

2012年 ４月 KDDI株式会社理事建設本部長
2014年 ４月 同社理事技術企画副本部長
2017年 ４月 当社執行役員常務技術本部長
2017年 ６月 当社常務取締役 技術本部長
2017年10月 当社常務取締役 技術本部長兼事業活性化推進室長
2018年 ６月 沖縄通信ネットワーク株式会社取締役（現在に至る）
2021年 ３月 当社常務取締役 技術本部長兼スマートワーク推進室長（現在に至る）

選任の理由等
山森 誠司氏は、技術全般における豊富な経験を有しており、通信事業の基盤となるネット
ワークの構築・運用をはじめ、技術に関わる多様なオペレーションを着実に遂行するなど、
通信事業の安定運営・高度化に必要な識見を有することから、引き続き取締役候補者としま
した。

12
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候補者
番号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

３

と

渡
 

 
ぐ

具
 

 
ち

知
 

　
たけ

武
 

 
ゆき

之
（1964年８月23日）

再任
所有する当社の株式数

3,200株

1991年 ７月 当社入社
2015年 ７月 当社執行役員人事部長
2016年 ４月 沖縄通信ネットワーク株式会社執行役員常務
2016年 ６月 同社常務取締役
2017年 ４月 同社常務取締役総務部長
2018年10月 当社執行役員総務部長
2020年 ６月 当社取締役 経営管理本部長兼総務部長
2021年 ４月 当社取締役 経営管理本部長（現在に至る）

選任の理由等
渡具知 武之氏は、当社及び当社グループ会社の経営管理部門において業務に従事してお
り、経営理念の浸透、ダイバーシティの推進及びコンプライアンス向上に取り組んだ実績が
あります。これらの豊富な経験と幅広い識見を当社事業活動の意思決定に生かしていただ
けるものと判断し、引き続き取締役候補者としました。

４

お

小
 

　
ろく

禄
 

　
くに

邦
 

　
お

男
（1935年９月20日）

再任 独立役員 社外役員
所有する当社の株式数

300株

1982年 ５月 琉球放送株式会社代表取締役社長
1991年 ６月 当社取締役（現在に至る）
1997年 ６月 琉球放送株式会社代表取締役会長
1999年 ６月 沖縄電力株式会社社外取締役
2011年 ６月 琉球放送株式会社代表取締役最高顧問
2017年 ６月 同社取締役最高顧問
2020年 ６月 同社最高顧問（現在に至る）

選任の理由等及び期待される役割の概要
小禄 邦男氏は、県内企業の経営者として豊富な経験並びに幅広い識見を有しており、これ
らの経験と識見を当社事業活動の監督及び意思決定に生かしていただいております。今後
もこれらの経験と識見を当社事業活動の意思決定に生かしていただき、社外取締役として当
社の持続的な成長に貢献いただけると判断しております。また、同氏が選任された場合は、
指名・報酬委員会委員長として当社の役員候補の選定や役員報酬等の決定に関して、客観
的・中立的立場で関与していただく予定です。当社は、上記理由により社外取締役として職
務を適切に遂行することができるものと判断し、引き続き社外取締役候補者としました。
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候補者
番号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

５

あ

阿
 

 
は

波
 

 
れん

連　 　
ひかる

光
（1964年８月26日）

再任 独立役員 社外役員
所有する当社の株式数

200株

1994年 ４月 沖縄弁護士会弁護士登録
2000年 ３月 ひかり法律事務所（現弁護士法人ひかり法律事務所）所長（現在に至る）
2011年 ６月 沖縄電力株式会社社外監査役（現在に至る）
2015年 ４月 沖縄弁護士会会長
2015年 ４月 那覇市公平委員会委員長（現在に至る）
2017年 ７月 沖縄県公安委員会委員（現在に至る）
2017年12月 沖縄県公安委員会委員長
2019年 ６月 当社取締役（現在に至る）

選任の理由等及び期待される役割の概要
阿波連 光氏は、弁護士としての豊富な経験と高い識見を有するとともに、企業法務に精通
しております。これらの経験及び識見を当社のコーポレートガバナンスの強化、事業活動の
監督及び意思決定に生かしていただいております。当社社外取締役以外に会社経営に関与
したことはございませんが、今後も専門知識と高い識見に基づき当社の経営への助言や業務
執行に対する適切な監督を通じて、当社の企業価値の持続的向上に貢献していただけると判
断しております。また、同氏が選任された場合は、指名・報酬委員会委員として当社の役員
候補の選定や役員報酬等の決定に関して、客観的・中立的立場で関与していただく予定で
す。当社は、上記理由により社外取締役として職務を適切に遂行することができるものと判
断し、引き続き社外取締役候補者としました。

６

おお

大
 

　
しろ

城
 

　
 

　
 

　
はじめ

肇
（1951年６月23日）

再任 独立役員 社外役員
所有する当社の株式数

0株

1994年 ４月 琉球大学法文学部教授
2004年 ４月 同大学アジア太平洋島嶼研究センター長
2008年 ６月 国立大学法人琉球大学副学長
2013年 ４月 同大学学長
2019年 ４月 同大学名誉教授（現在に至る）

同大学特別顧問（現在に至る）
2019年 ６月 株式会社沖縄銀行社外監査役（現在に至る）
2020年 ６月 当社取締役（現在に至る）

選任の理由等及び期待される役割の概要
大城 肇氏は、大学教授、学長を歴任され豊富な経験と幅広い識見を有しております。これ
らの経験と識見を当社事業活動の意思決定に生かしていただいております。また、同氏が選
任された場合は、指名・報酬委員会委員として当社の役員候補の選定や役員報酬等の決定に
関して、客観的・中立的立場で関与していただく予定です。当社は、上記理由により社外取
締役として職務を適切に遂行することができるものと判断し、引き続き社外取締役候補者と
しました。
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候補者
番号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

７

た

田
 

　
なか

中
 

　
たか

孝
 

　
し

司
（1957年２月26日）

再任
所有する当社の株式数

－株

2007年 ６月 KDDI株式会社取締役執行役員常務
2010年 ６月 同社代表取締役執行役員専務
2010年12月 同社代表取締役社長
2018年 ４月 同社代表取締役会長（現在に至る）
2018年 ６月 当社取締役（現在に至る）

選任の理由等
田中 孝司氏は、2010年から2018年まで当社親会社であるKDDI株式会社で代表取締役社長
として経営の指揮を執り、企業価値の向上に貢献しております。その実績及び企業経営者と
しての豊富な経験並びに優れた識見を当社事業活動の意思決定に生かしていただく観点か
ら、引き続き取締役候補者としました。

８

し ょ う じ

東 海 林　 　
たかし

崇
（1958年９月26日）

再任
所有する当社の株式数

－株

2014年 ４月 KDDI株式会社執行役員常務
2016年 ６月 同社取締役執行役員常務
2018年 ６月 同社取締役執行役員専務
2019年 ６月 当社取締役（現在に至る）
2019年10月 KDDI株式会社パーソナル事業本部長兼グローバルコンシューマ事業本部担

当（現在に至る）
2020年 ６月 同社代表取締役執行役員副社長（現在に至る）

選任の理由等
東海林 崇氏は、コンシューマ向け通信事業をはじめ、ネットワーク、クラウドサービスな
ど、法人向けビジネスにおける豊富な経験を有しており、また、当社親会社であるKDDI株
式会社の代表取締役執行役員副社長として経営の舵取りを担っております。これらの経験
及び幅広い識見を当社事業活動の意思決定に生かしていただく観点から、引き続き取締役候
補者としました。
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候補者
番号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

９

くに

國
 

　
よし

吉
 

　
ひろ

博
 

　
き

樹
（1963年12月20日）

新任
所有する当社の株式数

500株

1992年 ６月 当社入社
2014年 ４月 当社執行役員営業企画部長兼ビジネス開発部長
2017年 ９月 当社執行役員ビジネス開発部長

沖縄セルラーアグリ＆マルシェ株式会社代表取締役社長
2020年 ４月 当社執行役員営業本部副本部長コンシューマ営業・CS担当兼ビジネス開発部長
2020年10月 当社執行役員営業本部副本部長コンシューマ営業・ダイレクト営業・CS担当

兼ビジネス開発部長（現在に至る）

選任の理由等
國吉 博樹氏は、様々な新規事業を立案し、その推進を図るなど、当社の新規事業活動にお
いて中心的な役割を果たし、当社経営に貢献しております。また、当社グループ会社社長を
務めるなど豊富な営業経験と経営全般に関する知見を有しており、これらの経験及び幅広い
識見を当社事業活動の意思決定に生かし、取締役として当社の持続的な成長に貢献いただけ
るものと判断し、新たに取締役候補者としました。

（注）1．取締役候補者のうち、当社との間に特別の利害関係を有する者は次のとおりであります。
田中孝司、東海林崇の両氏は、親会社であるKDDI株式会社の代表取締役会長及び代表取締役執行役員副社長であり、当社と
同社との関係は株主総会招集ご通知添付書類の事業報告、1．企業集団の現況に関する事項⑼重要な親会社及び子会社の状況
に記載のとおりであります。
その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2．小禄邦男、阿波連光及び大城肇の各氏は、社外取締役候補者であります。
3．当社は、小禄邦男、阿波連光及び大城肇の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。各氏が再

任された場合は、当社は引き続き各氏を独立役員とする予定であります。
4．菅隆志、山森誠司、田中孝司及び東海林崇の各氏は、過去10年間に当社親会社であるKDDI株式会社の業務執行者であり、そ

の地位及び担当は略歴に記載のとおりです。
5．菅隆志氏は、過去10年間において、当社親会社であるKDDI株式会社の子会社UQコミュニケーションズ株式会社の代表取締

役社長でありました。
6．小禄邦男、阿波連光、大城肇、田中孝司及び東海林崇の各氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令に定める限度額と
しており、各氏が再任された場合は、当該契約を継続する予定であります。

7．当社の親会社であるKDDI株式会社は、同社及びグループ各社の取締役等を被保険者とした、役員等賠償責任保険（D&O保
険）契約を保険会社との間で締結しており、当社においては、当社の取締役等の保険料に相当する金額を負担しております。
本株主総会において取締役候補が取締役に選任され就任した場合は、当該役員等賠償保険（D&O保険）契約の被保険者とな
ります。なお、当社は、田中孝司、東海林崇の両氏の保険料については負担しておりません。

8．社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって、小禄邦男氏が30年、阿波連光氏が２年、大城肇氏が１年でありま
す。

9．各候補者の所有する当社株式数は、当期末（2021年３月31日）現在の株式数を記載しております。なお、國吉博樹氏の所有
する当社株式数は、社員持株会を通じた保有分が含まれております。
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第３号議案 役員賞与支給の件
2020年度末時点の取締役（社外取締役を除きます。）３名に対し、2020年度の会社業績などを勘案

して、役員賞与総額24百万円を支給いたしたいと存じます。各取締役に対する支給額の決定につきまし
ては、取締役会にご一任願いたいと存じます。

なお、各取締役の支給額は、事業報告34ページに記載しております「③役員報酬等の内容の決定に関
する方針等　ハ．取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針」に基づき算定しております。

本議案の役員賞与総額は、会社業績などを総合的に勘案し、独立社外取締役が過半数を占める指名・
報酬委員会の審議及び答申に基づき取締役会において決定しており、相当であると判断しております。

以　上

17
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MEMO
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（ご参考）
事業報告サマリー

POINT
● モバイル・FTTH・ライフデザイン各サービスの契約数増加に加え、沖縄～九州海底

ケーブルの運用を開始したことにより営業収益が増加

営業収益

74,191
百万円

（前期比9.0％増）

営業費用

59,741
百万円

（前期比10.5％増）

営業利益

14,450
百万円

（前期比3.5％増）

経常利益

14,565
百万円

（前期比3.5％増）

親会社株主に帰属する当期純利益

10,522
百万円

（前期比6.6％増）

656,200 682,000

第26期
（2016年度）

第27期
（2017年度）

709,300

第28期
（2018年度）

726,900

第29期
（2019年度）

740,100

第30期
（2020年度）

モバイルサービス総契約数推移

▶関連リンク　詳細情報はこちらをご覧ください。
●財務・事業データ ▶ https://www.au.com/okinawa_cellular/ir/finance/highlight/
●配当情報 ▶ https://www.au.com/okinawa_cellular/ir/dividend/

20
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（第30期定時株主総会招集ご通知添付書類）

事業報告（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

１ 企業集団の現況に関する事項
⑴ 事業の経過及びその成果

①全般の状況
わが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、企業収益は大幅に減少するなど依然として厳しい状況が続いておりま

す。
当社業務区域である沖縄県の経済におきましても、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、個人消費や観光産業などで厳しい

状況が続いております。
情報通信市場は、通信各社が５Ｇサービスをスタートさせたことで、あらゆる機器が通信とつながるなど新たな時代に向けての

変化が始まる中で、各社から低価格な料金プランが相次いで提供されるなど競争が激化しております。
このような情勢のもと、当連結会計年度（2020年４月１日～2021年３月31日）における当社のグループ会社を含めた経営成

績は、以下のとおりであります。

2020年３月期 2021年３月期 増減 増減率
百万円 百万円 百万円 ％

営 業 収 益 68,051 74,191 6,140 9.0

営 業 費 用 54,084 59,741 5,657 10.5

営 業 利 益 13,966 14,450 483 3.5

経 常 利 益 14,074 14,565 491 3.5

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 9,874 10,522 648 6.6

当期における営業収益については、端末販売収入は減少したものの、auでんき売上、海底ケーブル売上の増加やモバイルサービ
ス及びFTTHサービスの顧客基盤が拡大したことから通信料収入が増加し、前期比6,140百万円増加（9.0％増）の74,191百万円
となりました。

営業費用については、端末販売原価が減少したものの、auでんき原価の増加や販売関連コストの増加などにより、前期比5,657
百万円増加（10.5％増）の59,741百万円となりました。

これらの結果、営業利益は前期比483百万円増加（3.5％増）の14,450百万円、経常利益は前期比491百万円増加（3.5％増）
の14,565百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比648百万円増加（6.6％増）の10,522百万円となりました。
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②セグメント別の状況
当社グループは単一のセグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
なお、当社グループにおけるサービス別の実績は、次のとおりであります。

【モバイルサービス】
2020年３月期 2021年３月期 増減 増減率（％）

純増数 17,600 13,200 △4,400 △25.0

総契約数 726,900 740,100 13,200 1.8

携帯電話総販売数 228,200 231,100 2,900 1.3

総合ARPA（円） 7,045 7,184 139 2.0

au通信ARPA（円） 6,605 6,689 84 1.3

付加価値ARPA（円） 440 495 55 12.5
（注）1．純増数、総契約数及び携帯電話総販売数には、データ専用端末、タブレット、通信モジュールサービスの契約数も含ま

れております。
2．純増数、総契約数及び携帯電話総販売数は百契約未満を四捨五入しており、増減は端数処理後の数値を記載しておりま

す。
3．ARPA（Average Revenue Per Account）：契約者１人当たりの売上高。MVNO、プリペイド、UQ mobile、povo

は除く。
au通信ARPA  ：モバイル通信料収入 ÷ au契約者数
付加価値ARPA：付加価値ARPA収入（「決済手数料収入＋自社サービス他収入など」） ÷ au契約者数

当期におけるモバイルサービスの状況につきましては、UQモバイルの契約が好調なことやauのラインナップとサービスの充実、
ネットワーク品質の向上など、お客さま重視のサービスに取り組んだ結果、前期と比較して総契約数が13,200契約増加（1.8％
増）の740,100契約となりました。

ARPAについては、総合ARPAは前期比139円増加（2.0％増）の7,184円となりました。このうち、au通信ARPAについては、
前期比84円増加（1.3％増）の6,689円となりました。付加価値ARPAについては、「auスマートパスプレミアム」やバンドルプ
ランの契約数の増加を主因として、前期比55円増加（12.5％増）の495円となりました。
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【FTTHサービス】
2020年３月期 2021年３月期 増減 増減率（％）

純増回線数 7,500 6,700 △800 △10.7

累計回線数 102,800 109,500 6,700 6.5

ARPU（円） 5,067 5,101 34 0.7
（注）1．純増回線数及び累計回線数は、auひかりちゅら、auひかりちゅらビジネス及びひかりゆいまーるの合計を記載しておりま

す。
2．純増回線数及び累計回線数は百回線未満を四捨五入して表示しており、増減は端数処理後の数値を記載しております。
3．ARPUについては、auひかりちゅらのARPUを記載しております。
4．ARPU(Average Revenue Per Unit)：１契約当たりの月間平均収入

当期におけるFTTHサービスの状況につきましては、純増回線数は前期比800回線減少したものの、累計回線数は前期比6,700
回線増加（6.5％増）の109,500回線となりました。

【ライフデザインサービス】
2020年３月期 2021年３月期 増減 増減率（％）

純増件数 18,500 35,600 17,100 92.4

契約件数 18,500 54,100 35,600 192.4
（注）1．純増件数及び契約件数は、auでんきの契約数を記載しております。

2．純増件数及び契約件数は百契約未満を四捨五入して表示しており、増減は端数処理後の数値を記載しております。

当期におけるライフデザインサービスの状況につきましては、純増件数は前期比17,100契約増加（92.4％増）の35,600契約、
契約件数は前期比35,600契約増加（192.4％増）の54,100契約となりました。

⑵ 企業集団の資金調達の状況
当連結会計年度においては、設備資金等の所要資金は自己資金で賄っており、社債または新株式の発行等による資金調達は行って

おりません。

⑶ 企業集団の設備投資の状況
当連結会計年度においては、高速データ通信サービスに係る設備及びモバイルサービスにおけるデータトラフィックの増加に伴う

通信設備の増設、FTTHサービスに係る設備の拡張などを実施したことにより、設備投資額は5,636百万円となりました。
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⑷ 財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況
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②当社の財産及び損益の状況
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⑸ 企業集団が対処すべき課題
当社を取り巻く環境は、通信各社が５Ｇサービスをスタートさせたことで、あらゆる機器が通信とつながるなど新たな時代に向け

ての変化が始まる中で、各社から低価格な料金プランが相次いで提供されるなど競争が激化しております。
そのような環境のもと当社グループは、沖縄県において約５割のシェアを持つモバイル事業、約３割のシェアを持つFTTH事業を

基盤とし、地元企業の沖縄電力株式会社と協業しご提供しているauでんきなどの非通信事業を組み合わせ、総合力でお客さまのニー
ズに応えてまいります。

また、2020年度に運用を開始した海底ケーブルや2021年度に竣工予定のオフィスビル・データセンターといった新たな成長分野
にも積極的に取り組み、収益拡大に取り組んでまいります。

今後も他社との競争は勿論のこと、新型コロナウイルス感染症拡大などの経営環境の変化にも迅速に対応し、経営目標としている
「３増（増収・増益・連続増配）と配当性向40%超」を目指すとともに、「事業を通して、沖縄経済の発展に貢献する」という企業
理念のもと、地域に密着した事業活動を展開し、地域社会の更なる発展に貢献してまいります。

⑹ 企業集団の主要な事業内容（2021年３月31日現在）
当社グループは、当社及び連結子会社２社により構成されており、モバイルサービスや、国内・国際通信サービス、インターネッ

トサービス等を提供する電気通信事業を主な事業内容としております。
事業区分の方法につきましては、「電気通信事業」の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。
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⑺ 企業集団の事業所の状況（2021年３月31日現在）

当社

本社 沖縄県那覇市松山

ネットワークセンター

沖縄県南城市玉城字百名
沖縄県豊見城市嘉数

南城ネットワークセンター（南城市）

とみぐすくネットワークセンター（豊見城市）

物流センター 沖縄県豊見城市与根
南城ファーム 沖縄県南城市玉城字百名
大宜味ファーム 沖縄県大宜味村字塩屋

沖縄通信ネットワーク株式会社 本社 沖縄県那覇市松山
沖縄セルラーアグリ＆マルシェ株式会社 本社 沖縄県那覇市松山

（注）2020年10月１日付で、当社の連結子会社であるＵＱモバイル沖縄株式会社を吸収合併しております。

⑻ 企業集団の従業員の状況（2021年３月31日現在）
①企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減
384（93）名 10名増（６名増）

（注）従業員数は、就業人員（当社グループ外から当社グループへの出向者を含み、当社グループから当社グループ外への出向者を
除いております。）であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

②当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

合 計 ま た は 平 均 248（42）名 12名増（１名増） 40.9歳 12.1年
（注）従業員数は、就業人員（社外から当社への出向者42名を含み、当社から社外への出向者14名を除いております。）であり、

臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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⑼ 重要な親会社及び子会社の状況
①親会社の状況

当社の親会社はKDDI株式会社であり、同社は当社の株式を14,086,000株（出資比率51.5％）保有しています。

②親会社との間の取引に関する事項
イ．当該取引をするにあたり当社の利益を害さないように留意した事項

当社は親会社との間で「電気通信事業」に関連する取引を主な取引として、携帯電話端末の仕入、携帯電話システムの購入
等を実施しております。

当該取引をするにあたっては、少数株主の保護のため、必要性及び取引条件が第三者との通常の取引と著しく相違しないよ
う留意し、公正かつ適正に決定しております。

ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由
当社親会社より経営に対する適切な意見を得ていますが、親会社との取引については上記留意事項や親会社からの独立性確

保の観点等を踏まえ、独立社外取締役及び独立社外監査役が出席する取締役会において多面的な議論を経て当該取引の実施の
可否を決定しております。

事業運営に関しては、一定の協力関係を保つ必要があると認識しつつ、経営方針や事業計画は当社独自に作成しており、上
場会社として独立性を確保し、経営及び事業活動にあたっております。

当社取締役会は、これらの取引について、当社の利益を害するものではないと判断しております。
ハ．取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見

該当事項はありません。

③親会社との重要な財務及び事業方針等に関する契約等
当社は、親会社と事業計画、事業に関する機器・ソフトウェアの開発及び調達等について、グループ経営の運用に関する基本協

定を締結しております。
また、当社は親会社と通信サービス等料金の請求及び回収業務等に関する基本契約並びに当該契約に基づく債権譲渡契約等を締

結し、これにより当社は、通信サービス等に係る債権を親会社に譲渡しております。その他、親会社とグループファインナンスに
関する契約を締結しております。

当社と親会社の間で利益相反のおそれがある取引及び重要な契約等を締結する際、独立社外取締役及び独立社外監査役が出席す
る取締役会において多面的な議論を経て、実施の可否を決定しております。

④子会社の状況
会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

沖 縄 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク 株 式 会 社 1,184百万円 54.2％ 各種固定系電気通信サービス

⑽ 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）
該当事項はありません。

⑾ 剰余金の配当等の決定に関する基本方針（2021年３月31日現在）
当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の重要事項の一つと認識しており、今後の事業展開に備えるための内部留保や財務

体質の強化を勘案しつつ、中間配当と期末配当の年２回剰余金の配当を安定的に継続することを基本方針としております。
これらの剰余金の配当の決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。
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内部留保資金につきましては、電気通信事業の公共性に鑑み、ネットワークの安全性・信頼性向上のための設備投資や、競争力を
強化するための新サービス・新技術の開発に活用し、将来の業績の向上を通じ、株主の皆さまへの利益還元を図ってまいります。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。
今期については、2020年12月４日に中間配当として１株当たり77円を実施しており、期末配当85円（記念配当５円を含む）と

合計で１株当たり162円の配当を予定しております。
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2 株式に関する事項（2021年３月31日現在）

⑴ 発行可能株式総数 50,000,000株
⑵ 発行済株式の総数 27,342,000株 (自己株式443,660株を含む)
⑶ 単元株式数 100株
⑷ 株　主　数 22,556名（前期末比10,742名増）
⑸ 所有者別分布状況

金融機関
2,691,819株　9.85％

自己株式
443,660株　1.62％

金融商品取引業者
423,522株　1.55％

その他の法人
16,567,129株　60.59％

外国法人等
4,704,024株　17.20％

個人・その他
2,511,846株　9.19％

⑹ 大　株　主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率
K D D I 株 式 会 社 14,086,000株 52.36％
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 918,400 3.41
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 766,900 2.85
S T A T E  S T R E E T  B A N K  A N D  T R U S T  C O M P A N Y  5 0 5 2 2 4
（ 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ） 674,000 2.50

B B H  F O R  F I D E L I T Y  P U R I T A N  T R :  F I D E L
I T Y  S R  I N T R I N S I C  O P P O R T U N I T I E S  F U N D
（ 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 ）

525,000 1.95

株 式 会 社 沖 縄 銀 行 472,000 1.75
沖 縄 電 力 株 式 会 社 472,000 1.75
琉 球 放 送 株 式 会 社 472,000 1.75
B N P  P A R I B A S  S E C U R I T I E S  S E R V I C E S  L U X E M B O U R G /
JASDEC/ABERDEEN STANDARD S ICAV I  CL IENT ASSETS
（ 常 任 代 理 人 　 香 港 上 海 銀 行 東 京 支 店 ）

258,600 0.96

J . P .  M O R G A N  B A N K  L U X E M B O U R G  S . A  3 8 0 5 7 8
（ 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ） 253,100 0.94

（注）1．当社は、自己株式443,660株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
2．持株比率は、自己株式を控除して算定しております。また、自己株式には役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託の信託財

産として保有する当社株式（26,419株）を含めておりません。なお、持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて記載して
おります。
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⑺ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
役　位 株式数 交付対象者

取締役（社外取締役を除く） 3,149株 ２名
（注）1．2020年６月11日開催の第29期定時株主総会終結の時をもって退任した２名に対して当社株式を交付しております。

2．株式報酬の内容につきましては、「４ 会社役員に関する事項　(2)取締役及び監査役の報酬等」に記載しております。

⑻ その他株式に関する重要な事項
①当社は、2020年４月24日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて運用される同法第156条の規

定に基づき、自己株式の取得について以下の内容を決議いたしました。
取得対象株式の種類　　　　当社普通株式
取得し得る株式の総数　　　600,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合2.2%）
株式の取得価額の総額　　　2,000,000,000円（上限）
取得期間　　　　　　　　　2020年５月18日から2021年４月23日まで
取得方法　　　　　　　　　東京証券取引所における取引一任契約に基づく市場買付け

②当該決議に基づき、以下の内容で自己株式を取得いたしました。
取得対象株式の種類　　　　当社普通株式
取得した株式の総数　　　　443,200株（2021年３月31日現在）
株式の取得価額の総額　　　1,893,669,431円（2021年３月31日現在）
取得期間　　　　　　　　　2020年５月18日～2021年３月31日（約定ベース）
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3 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

４ 会社役員に関する事項
⑴ 取締役及び監査役（2021年３月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 湯 淺 英 雄
沖縄通信ネットワーク株式会社　取締役
沖縄電力株式会社　社外取締役
那覇商工会議所　副会頭

代表取締役副社長 菅 　 隆 志 営業本部長
プロジェクト推進室長

常 務 取 締 役 山 森 誠 司
技術本部長
スマートワーク推進室長
沖縄通信ネットワーク株式会社　取締役

取 締 役 渡 具 知 　 武 之 経営管理本部長
総務部長

取 締 役 小 禄 邦 男 琉球放送株式会社　最高顧問

取 締 役 阿 波 連 　 光 弁護士法人ひかり法律事務所　所長
沖縄電力株式会社　社外監査役

取 締 役 大 城 　 肇 株式会社沖縄銀行　社外監査役
取 締 役 田 中 孝 司 KDDI株式会社　代表取締役会長
取 締 役 東 海 林 　 崇 KDDI株式会社　代表取締役執行役員副社長
常 勤 監 査 役 三 井 　 智
監 査 役 安 里 昌 利 那覇空港ビルディング株式会社　代表取締役社長
監 査 役 嘉手苅　義　男 オリオンビール株式会社　取締役会長
監 査 役 金 城 棟 啓 株式会社琉球銀行　代表取締役会長

（注）1．取締役小禄邦男、阿波連光及び大城肇の各氏は、社外取締役であります。
2．監査役三井智、安里昌利、嘉手苅義男及び金城棟啓の各氏は、社外監査役であります。
3．取締役阿波連光氏は、弁護士資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有するものであります。
4．取締役菅隆志、渡具知武之及び大城肇の各氏は、2020年６月11日開催の第29期定時株主総会において、新たに選任され

就任いたしました。
5．取締役仲地正和及び友利克輝の両氏は、2020年６月11日開催の第29期定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。
6．取締役小禄邦男氏は、2020年６月19日付で琉球放送株式会社の取締役を退任いたしました。
7．当社は取締役小禄邦男、阿波連光及び大城肇の各氏並びに監査役安里昌利、嘉手苅義男及び金城棟啓の各氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
8．当社と各社外取締役、取締役田中孝司及び東海林崇の両氏並びに各監査役の９名は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令に定める最低責任限度額であります。
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⑵ 取締役及び監査役の報酬等
①当事業年度に係る報酬等の総額

区　分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別総額（百万円）

固定報酬
業績連動型報酬

賞与 株式報酬
取 締 役 （ ９ 名 ） 144 107 24 13

うち社外取締役（３名） 14 14 － －
監 査 役 （ ４ 名 ） 32 32 － －

うち社外監査役（４名） 32 32 － －
合 計 177 139 24 13

（注）1．上記の取締役の員数には、2020年６月11日開催の第29期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名を含み、報
酬の支給対象外である取締役２名を除いております。

2．上記の取締役の賞与は、2021年６月17日開催の第30期定時株主総会において付議いたします第３号議案（役員賞与支給
の件）が原案どおり承認可決されることを条件として支給される予定の額であります。

3．取締役の月額固定報酬は、2005年６月22日開催の第14期定時株主総会において月額12百万円以内と決議されておりま
す。当該株主総会終結時点での取締役の員数は11名となります。
また、監査役の月額固定報酬については、1997年６月25日開催の第６期定時株主総会において月額５百万円以内と決議さ
れております。当該株主総会終結時点での監査役の員数は３名となります。

4．取締役の業績連動型株式報酬（役員報酬BIP信託）は、2018年６月14日開催の第27期定時株主総会において導入の決議が
されております。当該株主総会終結時点での取締役の員数は８名となります。

5．業績連動型株式報酬（役員報酬BIP信託）は、役員賞与とは別枠で、2018年度から2020年度までの３事業年度に在任する
取締役に対してポイントを付与し、退任時に当社株式（１ポイント＝１株）を交付するものであります。当該３事業年度
において取締役に付与するポイントに係る当社株式の取得原資として信託に拠出する信託金は80百万円を上限とし、取締
役に付与される１事業年度当たりポイント総数の上限は7,500ポイントとなります。

②社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額
該当事項はありません。

③役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2021年１月27日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。当

該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議内容について指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。
当社取締役の報酬の基本方針及び個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

イ．基本方針
1．当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するものであること。
2．報酬の決定プロセスの透明性・客観性を確保するとともに、その役位毎の役割と職責に相応しい報酬水準であること。
3．取締役にとって会社業績の目標達成を動機づける業績に連動した報酬制度であること。
4．株主との利害共有や株主視点での経営意識を高めるものであること。
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ロ．報酬体系
取締役の報酬は、月額固定報酬並びに業績連動型の役員賞与及び株式報酬（役員報酬BIP信託）で構成され、客観的かつ独立

した立場から経営に対して監督及びモニタリング機能を担う社外取締役については、職務内容を勘案し、役員賞与及び株式報酬
の支給対象外としております。

また、親会社の役員を兼務する取締役ついては、報酬に関して支給の対象外とします。
報酬の水準については、当社の発展を担う有為な人材を確保・維持できるレベルを目標としております。

ハ．取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針
各報酬の決定については、報酬の決定プロセスの透明性・客観性を確保する観点から、取締役会の諮問機関である任意の指

名・報酬委員会における審議及び答申を経て、各報酬の決定方法に従い取締役の個人別の報酬を決定するものとします。
なお、本委員会は、委員長及び過半数の委員が独立社外取締役で構成されております。
各報酬の内容、決定方法及び支給時期等は、以下のとおりです。

a．月額固定報酬
項　目 内　容

報酬の内容 職務執行の対価として定額の金銭報酬とする。
報酬基準 取締役の役位に基づく基準額とする。
報酬上限 月額12百万円（第14期定時株主総会において決議）
決定方法 役位別の基準額を基に取締役会の決議により決定する。
支給時期 毎月一定額を支給する。

b．業績連動型役員賞与
項　目 内　容

報酬の内容 事業年度毎に業績向上に対するインセンティブを高めるため業績連動指標を反映した金銭報酬とす
る。

業績連動指標 事業年度の当社グループの営業収益、営業利益、当期純利益等の達成度及び業績目標に紐づいたKPI
達成率を評価指標とする。

報酬上限 総支給額＝役位別の基準額×会社業績の達成度及びKPIの達成率による掛率

決定方法 株主総会で支給総額を承認いただいた上、取締役会の決議により取締役の個人別の報酬額を決定す
る。

支給時期 株主総会後に支給する。
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c．業績連動型株式報酬（役員報酬BIP信託）
項　目 内　容

報酬の内容
中長期的企業価値の持続的向上を目的とし、取締役と株主との一層の価値共有を促進するため株式報
酬とする。株式報酬は、業績連動指標の達成度により取締役にポイントを付与し、１ポイントは１株
として換算する。

業績連動指標 毎事業年度の営業収益、営業利益、当期純利益等の達成度を評価指標とする。
報酬上限 １事業年度あたりの対象者に付与するポイント総数の上限は7,500ポイントとする。

決定方法

各事業年度に付与される取締役の個人別ポイントは、以下の算定式により算出し決定するものとす
る。
ポイント＝（役位別に定める株式報酬額÷株式取得額）×業績連動係数
※業績連動係数は、業績連動指標の達成度に応じて変動する。

支給時期 取締役の退任時にポイント累積値に応じて株式等を交付する。
その他事項 取締役に重大な違反があった場合、株式相当額の返還請求を行う規定を設ける。

ニ．取締役の個人別の報酬額に対する割合
業務執行取締役の各報酬の割合については、報酬制度のインセンティブ性を高めるために業績連動型役員賞与及び業績連動型

株式報酬に変動幅を持たせており、上位の役位ほど業績連動報酬の比率が高まる設計とします。

区　分 固定報酬
業績連動型報酬

賞与 株式報酬

社長 68％ 22% 10%

その他役位 70～74% 16～20% 10%程度
（注）上記構成比は、業績連動型報酬の支給額について、当社が定める基準額を支給した場合の割合を記載しております。なお、当

社の業績等に応じて上記割合も変動いたします。

ホ．監査役の報酬等の構成及び決定方針
監査役の報酬については、当社グループ全体の職務執行に対する監査の職責を担うことから、月額固定報酬のみで構成されて

おります。各監査役の月額報酬は、第６期定時株主総会の決議により定められた報酬総額（月額５百万円以内）の範囲内におい
て、監査役の協議により決定しております。
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⑶ 社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係

地　位 氏　名 重要な兼職先 兼職先と当社との関係

取 締 役

小 禄 邦 男 琉 球 放 送 株 式 会 社

当社と同社との商取引は、定型的取引が中心であ
り、その条件は第三者との通常の取引の条件と著し
く相違するものではなく、当社と同社の事業活動は
相互に大きく依存する状況にはございません。ま
た、同社は当社の株式を保有しておりますが、その
保有割合は２％未満であります。

阿 波 連 　 光

弁 護 士 法 人
ひ か り 法 律 事 務 所

当社と同法律事務所との間には、資本関係及び取引
関係はありません。

沖 縄 電 力 株 式 会 社

同社とは、当社の電気通信事業における電力需給取
引のほか、当社ライフデザインサービス事業に係る
商取引関係があり、同社は主要な取引先でありま
す。また、同社は当社の株式を保有しております
が、その保有割合は２％未満であります。

大 城 　 肇 株 式 会 社 沖 縄 銀 行

当社と同行との商取引は、決済取引が中心であり、
その条件は第三者との通常の取引の条件と著しく相
違するものではなく、当社と同行の事業活動は相互
に大きく依存する状況にはございません。また、同
行は当社の株式を保有しておりますが、その保有割
合は２％未満であります。

監 査 役

安 里 昌 利 那 覇 空 港 ビ ル デ ィ ン グ
株 式 会 社

当社と同社との商取引は、定型的取引が中心であ
り、その条件は第三者との通常の取引の条件と著し
く相違するものではなく、当社と同社の事業活動は
相互に大きく依存する状況にはございません。

嘉手苅　義　男 オリオンビール株式会社

当社と同社との商取引は、定型的取引が中心であ
り、その条件は第三者との通常の取引の条件と著し
く相違するものではなく、当社と同社の事業活動は
相互に大きく依存する状況にはございません。ま
た、同社は当社の株式を保有しておりますが、その
保有割合は１％未満であります。

金 城 棟 啓 株 式 会 社 琉 球 銀 行
当社と同行との商取引は、決済取引が中心であり、
その条件は第三者との通常の取引の条件と著しく相
違するものではなく、当社と同行の事業活動は相互
に大きく依存する状況にはございません。
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②当事業年度における主な活動状況
イ．取締役会及び監査役会への出席状況

地　位 氏　名 取締役会出席状況 監査役会出席状況

取 締 役
小 禄 邦 男 ５回中５回 －
阿 波 連 　 光 ５回中５回 －
大 城 　 肇 ４回中４回 －

監 査 役

三 井 　 智 ５回中５回 ５回中５回
安 里 昌 利 ５回中５回 ５回中５回
嘉 手 苅 　 義 　 男 ５回中５回 ５回中５回
金 城 棟 啓 ５回中４回 ５回中５回

（注）1．上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基づき、取締役会決議があったものと
みなす書面決議が３回ありました。

2．取締役大城肇氏は、2020年６月11日開催の第29期定時株主総会において選任されたため取締役会の開催回数が他の社
外取締役と異なります。

ロ．取締役会及び監査役会における発言状況
各社外取締役は、上記のとおり取締役会に出席し、豊富な経験と幅広い識見から意見や疑問点等を明らかにするために適宜質

問するなど、意見を述べております。
各社外監査役は、上記のとおり取締役会及び監査役会に出席し、過去の経験や実績に基づく見地からの意見や疑問点等を明ら

かにするために適宜質問するなど、意見を述べております。

ハ．社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要
取締役小禄邦男氏は、企業経営に携わった豊富な経験及び優れた識見に基づいた経営者の視点で当社経営へ意見及び提言を行

っております。
また、社外取締役として客観的な立場で業務執行に対する適切な監督機能を担っております。
同氏は、指名・報酬委員会の委員長として、客観的・中立的な立場で当社の役員候補の選定及び役員報酬等の決定プロセスに

おける監督機能を主導しております。

取締役阿波連光氏は、弁護士として、会社法、コーポレートガバナンスをはじめとした豊富な専門知識に基づいたガバナンス
強化に資する意見及び提言を行っております。

また、社外取締役として客観的な立場で業務執行に対する適切な監督を行っております。
同氏は、指名・報酬委員会の委員として、客観的・中立的な立場で当社の役員候補の選定及び役員報酬等の決定プロセスにお

ける監督機能を担っております。

取締役大城肇氏は、大学経営に携わった豊富な経験及び大学教授として長年培ってきた高度な専門知識に基づいた経営への意
見及び提言を行っております。

また、社外取締役として客観的な立場で業務執行に対する適切な監督を行っております。
同氏は、指名・報酬委員会の委員として、客観的・中立的な立場で当社の役員候補の選定及び役員報酬等の決定プロセスにお

ける監督機能を担っております。
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５ 会計監査人に関する事項
⑴ 会計監査人の名称又は氏名

区　分 名称又は氏名 備　考
会 計 監 査 人 P w C 京 都 監 査 法 人 2 0 0 7 年 ６ 月 1 5 日 　 就 任

⑵ 会計監査人に対する報酬等

名称又は氏名 当事業年度に係る会計
監査人としての報酬等の額

当社及び子会社が支払うべき金銭
その他財産上の利益の合計額

P w C 京 都 監 査 法 人 34百万円 40百万円
（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明

確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

2．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、
監査の実務状況及び報酬見積もりの算出根拠などを確認し検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を行っており
ます。

⑶ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査役会が会社法第340条第１項に定める解任事由に該当すると判断した場合及び会計監査人の適格性、独立性を害するなど

の事由の発生により、適正な監査の遂行が困難であると認めた場合、監査役会は、監査役会規則に基づき、「会計監査人の解任」又
は「会計監査人の不再任」を株主総会の付議議案とすることといたします。

⑷ 責任限定契約の内容の概要
会計監査人と当社との間で会社法第427条第１項に定める契約の締結は行っておりません。
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連結貸借対照表
(単位：百万円)

科　　　目 当連結会計年度末
(2021年3月31日現在)

(ご参考)
前連結会計年度末

(2020年3月31日現在)
（資産の部）
Ⅰ 固定資産 46,682 44,519

Ａ 電気通信事業固定資産 36,789 38,157
⑴ 有形固定資産 36,379 37,745

1. 機械設備 42,338 40,988
減価償却累計額 31,505 10,833 29,574 11,414

2. 空中線設備 13,350 12,567
減価償却累計額 8,453 4,897 7,690 4,877

3. 端末設備 1,138 1,165
減価償却累計額 750 388 767 397

4. 市内線路設備 14,635 14,182
減価償却累計額 10,027 4,608 9,221 4,961

5. 市外線路設備 139 139
減価償却累計額 31 107 18 120

6. 土木設備 809 807
減価償却累計額 102 707 71 736

7. 海底線設備 2,792 2,781
減価償却累計額 554 2,237 349 2,432

8. 建物 11,831 11,754
減価償却累計額 4,610 7,221 4,151 7,603

9. 構築物 1,280 1,240
減価償却累計額 990 289 947 293

10. 機械及び装置 164 164
減価償却累計額 128 36 117 47

11. 車両 186 186
減価償却累計額 174 12 167 19

12. 工具、器具及び備品 1,637 1,634
減価償却累計額 1,240 396 1,206 427

13. 土地 2,139 2,137
14. 建設仮勘定 2,503 2,278
⑵ 無形固定資産 409 412

1. 施設利用権 40 48
2. ソフトウェア 352 351
3. 借地権 2 2
4. その他の無形固定資産 14 9

Ｂ 附帯事業固定資産 5,465 1,822
⑴ 有形固定資産 5,786 2,028

減価償却累計額 335 5,451 225 1,803
⑵ 無形固定資産 14 19

Ｃ 投資その他の資産 4,426 4,538
1. 投資有価証券 245 360
2. 社内長期貸付金 31 36
3. 長期前払費用 2,376 2,540
4. 繰延税金資産 1,539 1,374
5. 敷金及び保証金 220 216
6. その他の投資及びその他の資産 44 40
7. 貸倒引当金 △30 △29

Ⅱ 流動資産 65,497 61,153
1. 現金及び預金 3,097 3,372
2. 売掛金 29,500 28,978
3. 未収入金 1,864 1,545
4. 貯蔵品 935 1,108
5. 前払費用 410 328
6. 関係会社短期貸付金 29,514 25,812
7. その他の流動資産 178 11
8. 貸倒引当金 △3 △3

資産合計 112,179 105,673

科　　　目 当連結会計年度末
(2021年3月31日現在)

(ご参考)
前連結会計年度末

(2020年3月31日現在)
（負債の部）
Ⅰ 固定負債 2,599 2,582

1. リース債務 199 288

2. ポイント引当金 811 994

3. 株式給付引当金 86 58

4. 固定資産撤去引当金 1,064 736

5. 退職給付に係る負債 200 284

6. 資産除去債務 227 210

7. その他の固定負債 9 9

Ⅱ 流動負債 15,197 13,624
1. １年以内に期限到来の固定負債 － 26

2. 買掛金 1,991 1,691

3. リース債務 109 105

4. 未払金 8,535 7,112

5. 未払費用 202 156

6. 未払法人税等 2,182 2,187

7. 前受金 83 82

8. 預り金 1,348 1,606

9. 前受収益 8 7

10. 賞与引当金 355 330

11. 役員賞与引当金 27 25

12. 契約損失引当金 346 285

13. その他の流動負債 5 6

負債合計 17,796 16,206
（純資産の部）
Ⅰ 株主資本 91,065 86,612

1. 資本金 1,414 1,414

2. 資本剰余金 1,618 1,618

3. 利益剰余金 90,042 83,710

4. 自己株式 △2,009 △130

Ⅱ その他の包括利益累計額 △31 △104
1. その他有価証券評価差額金 3 28

2. 退職給付に係る調整累計額 △34 △133

Ⅲ 非支配株主持分 3,347 2,958
純資産合計 94,382 89,466
負債・純資産合計 112,179 105,673
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連結損益計算書
(単位：百万円)

科　　　目 当連結会計年度

（2020年 4 月 1 日から）2021年 3 月31日まで

（ご参考）
前連結会計年度

（2019年 4 月 1 日から）2020年 3 月31日まで
Ⅰ 電気通信事業営業損益

⑴ 営業収益 50,762 48,167
⑵ 営業費用
1. 営業費 13,628 12,741
2. 施設保全費 5,424 5,034
3. 管理費 2,068 1,859
4. 減価償却費 6,800 6,173
5. 固定資産除却費 880 822
6. 通信設備使用料 6,088 5,934
7. 租税公課 640 35,531 614 33,180

電気通信事業営業利益 15,231 14,987
Ⅱ 附帯事業営業損益

⑴ 営業収益 23,428 19,883
⑵ 営業費用 24,210 20,904

附帯事業営業損失 781 1,020
営業利益 14,450 13,966

Ⅲ 営業外収益
1. 受取利息 33 31
2. 受取配当金 6 8
3. 受取賃貸料 7 5
4. 受取保険金 4 8
5. 補助金収入 30 31
6. 受取手数料 2 5
7. 雑収入 30 116 18 109

Ⅳ 営業外費用
1. 支払利息 0 1
2. 雑支出 1 1 0 1

経常利益 14,565 14,074
Ⅴ 特別利益

1. 投資有価証券売却益 19 － −
2. 国庫補助金収入 158 177 － －

Ⅵ 特別損失
固定資産圧縮損 158 158 － −
税金等調整前当期純利益 14,584 14,074
法人税、住民税及び事業税 3,924 4,035
法人税等調整額 △277 △157
当期純利益 10,936 10,196
非支配株主に帰属する当期純利益 413 321
親会社株主に帰属する当期純利益 10,522 9,874

40

連結損益計算書



2021/05/18 10:59:23 / 20700405_沖縄セルラー電話株式会社_招集通知（Ｃ）

連結株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産
合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券評

価差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 1,414 1,618 83,710 △130 86,612 28 △133 △104 2,958 89,466

当期変動額

剰余金の配当 △4,190 △4,190 △4,190

親会社株主に帰属する
当期純利益

10,522 10,522 10,522

自己株式の取得 △1,894 △1,894 △1,894

自己株式の処分 14 14 14

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △25 99 73 389 463

当期変動額合計 − − 6,332 △1,879 4,452 △25 99 73 389 4,915

当期末残高 1,414 1,618 90,042 △2,009 91,065 3 △34 △31 3,347 94,382
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(ご参考)
連結キャッシュ・フロー計算書(要旨)

(単位：百万円)

区　　　分
当連結会計年度

（2020年 4 月 1 日から）2021年 3 月31日まで

前連結会計年度

（2019年 4 月 1 日から）2020年 3 月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,066 14,872

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,106 △11,815

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,235 △3,904

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △274 △847

現金及び現金同等物の期首残高 3,372 4,220

現金及び現金同等物の期末残高 3,097 3,372

フリー・キャッシュ・フロー 5,960 3,056

（注）フリー・キャッシュ・フローは「営業活動によるキャッシュ・フロー」と「投資活動によるキャッシュ・フロー」の合計であ
ります。

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は3,097百万円となりました。
なお、当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローは5,960百万円となりました。
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)
営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前当期純利益や未払金の増加や割賦売掛金が減少したことなどにより、

前連結会計年度と比較して4,194百万円収入が増加し、19,066百万円の収入となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)
投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出が減少したものの関係会社短期貸付金による支出

が増加したことなどにより、前連結会計年度と比較して1,290百万円支出が増加し、13,106百万円の支出となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)
財務活動によるキャッシュ・フローについては、自己株式の取得による支出や配当金の支払いが増加したことなどにより、前連結

会計年度と比較して2,330百万円支出が増加し、6,235百万円の支出となりました。
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貸借対照表
(単位：百万円)

科　　　目 当事業年度末
(2021年3月31日現在)

(ご参考)
前事業年度末

(2020年3月31日現在)
（資産の部）
Ⅰ 固定資産 39,597 37,038

Ａ 電気通信事業固定資産 29,024 30,299
⑴ 有形固定資産 28,661 29,926
1. 機械設備 35,819 34,785

減価償却累計額 27,030 8,788 25,206 9,579
2. 空中線設備 13,350 12,567

減価償却累計額 8,453 4,897 7,690 4,877
3. 市外線路設備 139 139

減価償却累計額 31 107 18 120
4. 土木設備 567 567

減価償却累計額 31 535 9 557
5. 海底線設備 2,443 2,432

減価償却累計額 205 2,237 － 2,432
6. 建物 11,292 11,246

減価償却累計額 4,246 7,046 3,783 7,463
7. 構築物 1,274 1,235

減価償却累計額 984 289 941 293
8. 機械及び装置 93 93

減価償却累計額 67 26 61 31
9. 車両 186 186

減価償却累計額 174 12 167 19
10. 工具、器具及び備品 1,293 1,265

減価償却累計額 987 306 920 344
11. 土地 2,139 2,137
12. 建設仮勘定 2,273 2,070
⑵ 無形固定資産 362 372
1. 施設利用権 15 21
2. ソフトウェア 332 341
3. 借地権 2 2
4. その他の無形固定資産 12 7

Ｂ 附帯事業固定資産 5,182 1,460
⑴ 有形固定資産 5,282 1,544
　 減価償却累計額 113 5,168 101 1,442
⑵ 無形固定資産 14 17

Ｃ 投資その他の資産 5,390 5,278
1. 投資有価証券 226 341
2. 関係会社株式 1,111 1,121
3. 社内長期貸付金 31 36
4. 長期前払費用 2,293 2,404
5. 前払年金費用 178 210
6. 繰延税金資産 1,328 1,120
7. 敷金及び保証金 219 44
8. その他の投資及びその他の資産 20 22
9. 貸倒引当金 △20 △22

Ⅱ 流動資産 65,157 64,394
1. 現金及び預金 2,576 2,465
2. 売掛金 28,977 27,599
3. 未収入金 1,879 1,629
4. 貯蔵品 831 996
5. 前払費用 271 179
6. 関係会社短期貸付金 30,452 31,523
7. その他の流動資産 171 2
8. 貸倒引当金 △2 △2

資産合計 104,755 101,432

科　　　目 当事業年度末
(2021年3月31日現在)

(ご参考)
前事業年度末

(2020年3月31日現在)
（負債の部）
Ⅰ 固定負債 2,199 2,008

1. ポイント引当金 811 994
2. 株式給付引当金 86 58
3. 固定資産撤去引当金 1,064 736
4. 資産除去債務 227 210
5. その他の固定負債 9 9

Ⅱ 流動負債 14,232 13,073
1. 買掛金 1,903 1,675
2. 未払金 8,089 6,971
3. 未払費用 180 148
4. 未払法人税等 1,986 2,023
5. 前受金 73 79
6. 預り金 1,335 1,594
7. 前受収益 8 7
8. 賞与引当金 284 261
9. 役員賞与引当金 24 24

10. 契約損失引当金 346 285

負債合計 16,432 15,081
（純資産の部）
Ⅰ 株主資本 88,323 86,323

1. 資本金 1,414 1,414
2. 資本剰余金 1,614 1,614

⑴ 資本準備金 1,614 1,614
3. 利益剰余金 87,303 83,424

⑴ 利益準備金 64 64
⑵ その他利益剰余金

別途積立金 76,800 71,300
繰越利益剰余金 10,439 12,059

4. 自己株式 △2,009 △130

Ⅱ 評価・換算差額等 − 27
1. その他有価証券評価差額金 − 27

純資産合計 88,323 86,350
負債・純資産合計 104,755 101,432
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損益計算書
(単位：百万円)

科　　　目 当事業年度

（2020年 4 月 1 日から）2021年 3 月31日まで

（ご参考）
前事業年度

（2019年 4 月 1 日から）2020年 3 月31日まで
Ⅰ 電気通信事業営業損益

⑴ 営業収益 47,988 45,931
⑵ 営業費用
1. 営業費 13,234 12,091
2. 施設保全費 3,413 3,106
3. 管理費 1,777 1,577
4. 減価償却費 5,059 4,388
5. 固定資産除却費 538 446
6. 通信設備使用料 9,045 8,920
7. 租税公課 500 33,569 476 31,006

電気通信事業営業利益 14,419 14,924
Ⅱ 附帯事業営業損益

⑴ 営業収益 22,627 19,037
⑵ 営業費用 23,539 20,284

附帯事業営業損失 911 1,246
営業利益 13,508 13,678

Ⅲ 営業外収益
1. 受取利息 41 44
2. 受取配当金 31 33
3. 受取賃貸料 10 11
4. 受取保険料 0 2
5. 補助金収入 30 31
6. 雑収入 30 144 18 141

経常利益 13,652 13,819
Ⅳ 特別利益

1. 投資有価証券売却益 19 − −
2. 国庫補助金収入 158 177 − −

Ⅴ 特別損失
1. 抱合せ株式消滅差損 2,171 − −
2. 固定資産圧縮損 158 2,330 − −

税引前当期純利益 11,500 13,819
法人税、住民税及び事業税 3,708 3,962
法人税等調整額 △278 △152
当期純利益 8,070 10,008
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株主資本等変動計算書 (2020年４月１日から2021年３月31日まで)

(単位：百万円)

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,414 1,614 1,614 64 71,300 12,059 83,424 △130 86,323 27 27 86,350

当期変動額

別途積立金の積立 5,500 △5,500 － － －

剰余金の配当 △4,190 △4,190 △4,190 △4,190

当期純利益 8,070 8,070 8,070 8,070

自己株式の取得 △1,894 △1,894 △1,894

自己株式の処分 14 14 14

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △27 △27 △27

当期変動額合計 − − − − 5,500 △1,620 3,879 △1,879 2,000 △27 △27 1,972

当期末残高 1,414 1,614 1,614 64 76,800 10,439 87,303 △2,009 88,323 − − 88,323
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会計監査人の監査報告（連結）
独立監査人の監査報告書

2021年４月26日
沖縄セルラー電話株式会社

取締役会　御中
PwC京都監査法人
京都事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 高 井 晶 治 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 江 口 　 亮 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、沖縄セルラー電話株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の

連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、沖縄セルラー電話株式会社及び連

結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結
計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理
的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑
心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の

選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評

価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな
い場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記
事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書
類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重

要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を

与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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会計監査人の監査報告（単体）
独立監査人の監査報告書

2021年4月26日
沖縄セルラー電話株式会社

取締役会　御中
PwC京都監査法人
京都事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 高 井 晶 治 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 江 口 　 亮 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、沖縄セルラー電話株式会社の2020年4月1日から2021年3月31日までの第30期事業

年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算
書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑
心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の

選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評

価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事
項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重

要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を

与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第30期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基
づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、WEB会議システム等を活用しながら、取締役、

内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の共有・交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。
②事業報告に記載されている、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③事業報告に記載されている、会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項並びに同号ロの判断及び理由については、取締役会その他にお
ける審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体制」(会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表)及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしまし
た。

2．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項、及び、当該取引

が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。
（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人PwC京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人PwC京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年４月27日
沖 縄 セ ル ラ ー 電 話 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 三 井 　 智 ㊞
監 査 役 安 里 昌 利 ㊞
監 査 役 嘉 手 苅 　 義 　 男 ㊞
監 査 役 金 城 棟 啓 ㊞

（注）常勤監査役 三井智、監査役 安里昌利、監査役 嘉手苅義男、監査役 金城棟啓は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主メモ

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年６月

期 末 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 毎年３月31日における最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者にお支払いいたします。

中 間 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

取締役会の決議により中間配当を実施する場合、毎年９月30日における最終の株主名簿に記録された株主
又は登録株式質権者にお支払いいたします。

公 告 の 方 法

当社公告につきましては、下記ホームページに掲載いたします。
https://www.au.com/okinawa_cellular/
※ただし、電子公告によることができない事故、その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞

に公告いたします。

株 主 名 簿 管 理 人 ／
特 別 口 座 の
口 座 管 理 機 関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町１－１
郵送先　〒137－8081　新東京郵便局私書箱第29号
TEL　0120-232-711（通話料無料）
https://www.tr.mufg.jp/daikou/

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所JASDAQ市場

お知らせ
⑴ 株主さまの住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証

券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信
託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

⑵ 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特
別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）の連絡先にお問い合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店においてもお取
次ぎいたします。

⑶ 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。
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旧農林中央金庫
那覇支店

コザ信用金庫
那覇支店

タイムス
ビル

琉球リース
総合ビル

パレットくもじ

ゆいレール

旧農林中央金庫
那覇支店

那覇商業
高等学校
那覇商業
高等学校文

コザ信用金庫
那覇支店

タイムス
ビル

沖縄銀行
本店

沖縄銀行
本店

琉球放送琉球放送

久茂地

琉球リース
総合ビル至 那覇空港至 那覇空港

パレットくもじ

県庁前駅
ゆいレール
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沖縄県庁沖縄県庁

沖縄セルラービル

株主の皆さま
※当日は駐車場をご用意しており
ません。
　公共交通機関でのご来場をお願
いいたします。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

〒900-8540 沖縄県那覇市松山1丁目2番1号
沖縄セルラー電話株式会社
TEL 098-869-1001（代表）
https://www.au.com/okinawa_cellular/

お問い合わせ

※ゆいレール「県庁前」駅より徒歩5分
※農林中金前バス停（浦添向け）下車すぐ
※県庁北口バス停より徒歩7分
※会場へはビル正面入口よりお入りください。

沖縄セルラー電話株式会社 本社ビル 2階 会議室 〒900-8540　沖縄県那覇市松山1丁目2番1号
TEL．098-869-1001

●株主総会会場ご案内図
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